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⽇頃より渋⾕区のまちづくりに対し、ご理解、ご協⼒いただきありがとうございます。
本町地区では、防災⼒の向上を図る「本町地区防災都市づくりグランドデザイン（令和3年3⽉策

定）」と、⽔道道路沿道エリアの回遊性の向上等を図る「⽔道道路沿道エリアまちづくりビジョン（令和6
年3⽉策定）」の2つのまちづくり指針が定められ、これらをふまえた本町地区の今後のまちづくりとして、都
市計画を活⽤したまちづくりが進められています。
この度、区は「本町⼀丁⽬・幡ヶ⾕⼆丁⽬地区地区計画の決定」、「本町⼆・四・五・六丁⽬地区防

災街区整備地区計画の変更」、「防⽕地域及び準防⽕地域の変更」について、都市計画決定しましたの
でお知らせします。

Ｐ１

令和7年6⽉10⽇(⽕)〜24⽇(⽕)

縦覧期間

本町⼀丁⽬・幡ヶ⾕⼆丁⽬地区、本町⼆・四・五・六丁⽬地区
都市計画案の縦覧結果報告及び

都市計画決定のお知らせ

Ｐ３

縦覧場所
渋⾕区役所本庁舎 11階 都市計画課及び渋⾕区ポータル

渋⾕区ポータルでは、都市計画図書などを掲載しています。
詳細は渋⾕区ポータル「本町地区まちづくり」をご覧ください。

渋⾕区ポータル
「本町地区まちづくり」

都市計画案に対する意⾒書の要旨及び区の回答は渋⾕区ポータルに掲載しています。
下記QRコードからご覧ください。

お問合せ先
渋⾕区 まちづくり推進部 まちづくり課 担当：真柴・布袋・⼭本
Email ： sec-machi1suishin@shibuya.tokyo
電 話 ： ０３−３４６３−２９４７（ダイヤルイン） F A X ： ０３−５４５８−４９１８

■都市計画案の縦覧結果について

本町⼀丁⽬・幡ヶ⾕⼆丁⽬地区地区計画の決定 ４通
本町⼆・四・五・六丁⽬地区防災街区整備地区計画の変更 １通
防⽕地域及び準防⽕地域の変更 ３通

意⾒書提出数

渋⾕区まちづくり条例第38条第1項、都市計画法第17条第1項の規定に基づき、都市計画案の公告及び
縦覧を⾏いました。

■本町⼆・四・五・六丁⽬地区防災街区整備地区計画の変更

⽔道道路沿道地区
（主な変更点）

＜参考＞⽔道道路沿道地区で緩和される建築規制の項⽬
●斜線制限（①隣地・②道路）※⽔道道路に接する敷地のみ●⽇影規制（規制あり⇒規制なし）

●建築物等の⾼さの最⾼限度(20ｍ⇒30ｍ)

現在の⾼さ制限
（⾼度地区）

新たな⾼さ制限
（地区計画）

制限が緩和され、効率的な
建物形状で建築できます

道路斜線制限を
超える建物を
建てることが
できません

斜線制限が
適⽤されない場合

斜線制限が
適⽤される場合

隣地斜線制限を超える建物を
建てることができません

1
1.25 ⼯作物の

設置制限

道路からの
壁⾯の位置
の制限

奥⾏のない敷地では
上部利⽤は困難です

※北側斜線制限は、規制緩和による市街地への影響を
⼀定程度に抑えるため、現在のままで緩和されません。

⽔道道路沿道エリアまちづくりビジョンにおける
⼟地利⽤の⽅針に基づき、⽔道道路沿道地
区を新設しました。

地区区分

⽔道道路沿道地区の地区整備計画

建築物等の⽤途の制限 次に掲げる建築物は建築してはならない。
１ 性⾵俗関連特殊営業の⽤に供するもの
２ 射的場、勝⾺投票券発売所、場外⾞券売場その他これらに類するもの
３ カラオケボックスその他これに類するもの

下記項⽬については、本町⼀丁⽬・幡ヶ⾕⼆丁⽬地区地区計画の「C地区：⽔道道路沿道地区」と同じ内容です。
Ｐ２に掲載の「地区整備計画」をご覧ください。

●建築物の容積率の最⾼限度
●壁⾯の位置の制限
●建築物等の⾼さの最⾼限度
●垣⼜は柵の構造の制限

●建築物の敷地⾯積の最低限度
●壁⾯後退区域における⼯作物の設置の制限
●建築物等の形態⼜は⾊彩その他の意匠の制限
●⼟地の利⽤に関する事項

①隣地
斜線

②道路
斜線



Ｐ２

渋⾕区ポータルに「本町⼀丁⽬・幡ヶ⾕⼆丁⽬地区地区計画の決定」、「本町⼆・四・五・六
丁⽬地区防災街区整備地区計画の変更」、「防⽕地域及び準防⽕地域の変更」に関する
都市計画の詳細について掲載しております。
TOP＞環境・まちづくり＞笹塚・幡ヶ⾕・初台・本町地域のまちづくり＞検討中のまちづくり（笹塚・幡ヶ⾕・
初台・本町）＞本町地区まちづくり

都市計画図書等の閲覧について

■これまでの流れ
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R7.8.29R7.3.5~26

都市計画決定の告⽰と都市計画の概要

防災⼒の向上を図る「本町地区防災都市づくりグランドデザイン（令和3年3⽉策定）」と、⽔道道路沿道
の回遊性の向上等を図る「⽔道道路沿道エリアまちづくりビジョン（令和6年3⽉策定）」の2つのまちづくり指
針に基づき、⽔道道路をまちの⾻格として沿道の建替えを促進し、沿道で魅⼒的な街並みを形成していくため、
地区計画を活⽤したまちづくりについて、まちづくり意⾒交換会の開催や法令に基づく都市計画⼿続きを進め
てきました。

都市計画決定・告⽰までの経緯

■防⽕地域及び準防⽕地域の変更

防⽕地域とは、都市計画法で「市街地における⽕災の危険を防除するため定める地域」として定められ、建
築基準法と連動して建物の防⽕上の構造制限（建築制限）が規制される地域です。
⽔道道路の延焼遮断帯機能を発現させるため、⽔道道路の道路境界から30mの範囲を準防⽕地域・新

防⽕地域から防⽕地域へ変更します。

■本町⼀丁⽬・幡ヶ⾕⼆丁⽬地区地区計画の決定

＜参考＞防⽕地域の建築制限

C地区
⽔道道路沿道地区

D地区
東京オペラシティ

周辺地区

B地区
沿道商業地区

A地区
住宅地区

①地区内の緑の充実と無秩序な市街化の防⽌
②⽔道道路沿道における延焼遮断帯の形成と地区内の不
燃化の促進を通じた災害に強いまちづくりの推進

③地区の歴史や地域資源を活かした、⽔道道路沿道のまち
のにぎわいとみどりが連続する魅⼒ある街並みの形成

④商店街のにぎわいと良好な住環境が調和した、職住が近
接するゆとりや活⼒のあるまちの形成

地区計画の⽬標 地区の区分

地区整備計画

建築物等の⽤途の制限 【全地区】 次に掲げる建築物は建築してはならない。
１ 性⾵俗関連特殊営業の⽤に供するもの
２ 射的場、勝⾺投票券発売所、場外⾞券売場その他これらに類するもの

建築物の容積率の最⾼限度 【C地区】 １０分の３０ 【D地区】 １０分の４０
建築物の敷地⾯積の最低限度 【全地区】 ６０平⽅メートル
壁⾯の位置の制限 【C地区、D地区】 ※⽔道道路に⾯する部分のみ

建築物の壁⼜はこれに代わる柱の⾯は、右図に⽰す
壁⾯の位置の制限の範囲内に建築⼜は設置しては
ならない。

壁⾯後退区域における⼯作物
の設置の制限

【C地区、D地区】 ※⽔道道路に⾯する部分のみ
塀、柵、⾨、広告物、看板その他これらに類する⼯作物を設置してはならない。
ただし、街並み景観の美化に資する⽬的のプランターボックス、花壇その他これらに類する⼯作
物はこの限りではない。

建築物等の⾼さの最⾼限度 【A地区、B地区】 ⽔道道路に接する敷地の建築物の⾼さの最⾼限度は３０メートルとする。
※概ね変更なし（⽔道道路に⾯する場合は緩和）

【C地区】 建築物の⾼さの最⾼限度は３０メートルとする。 ※２０⇒３０メートルに緩和
【D地区】 建築物の⾼さの最⾼限度は４０メートルとする。 ※変更なし

建築物等の形態⼜は⾊彩その
他の意匠の制限

【全地区】
建築物の外壁⼜はこれに代わる柱の⾊は、刺激的な原⾊を避け周囲の環境と調和した落ち
着きのある⾊調とする。

垣⼜は柵の構造の制限 【全地区】
道路に⾯する垣⼜は柵の構造は、⽣け垣⼜は透過性のあるフェンスとする。ただし、地盤⾯か
ら⾼さ０．５メートル以下の部分についてはこの限りではない。

⼟地の利⽤に関する事項 【全地区】
緑豊かな街並み景観の形成を図るため、現に存する緑地は可能な限りその保全に努めるとと
もに、沿道緑化、⼤規模な敷地等において敷地内緑化、屋上緑化の推進を図る。

C地区：⽔道道路沿道地区では、沿道建築物の建替えを促進するため、建築物に対する制限を緩和しています。
詳細はＰ３「＜参考＞⽔道道路沿道地区で緩和される建築規制の項⽬」をご覧ください。

耐⽕建築物

準耐⽕建築物


